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2003年 8月 8日 東京都立大学経済学部助教授 
 戸堂康之 

内閣府経済社会総合研究所 経済理論研修「経済成長論」 講義ノート３ 

４． イノベーションに関する理論的・実証的研究 

(1) 現実の R&Dは社会的に最適なレベルか？ 

 実証的な結論： 現実の R&D＜最適値 

 => R&Dを促進させるような政策を正当化 

 

 

OECD (2001) 
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Jones and Williams (2000)：  

 市場均衡の R&D ≠ 社会的に最適レベルとなる 4つの原因 

 1．発明によって生じる消費者余剰＜発明者の受ける独占の利益 

 2．Knowledge spilloversによる外部性 (standing on shoulders effect) 

 3．Creative destruction => 新発明は過去の発明者の利益を奪う 

 4．発明の duplicationによる外部性 (stepping on toes effect) 

 /(1 )A R Aλ φδ ψ= +&  R = R&D投資量  A = 知識量・技術レベル 

  1, 2によって発明のインセンティブ↓ => 市場均衡の R&D＜最適値 

  3, 4によって発明のインセンティブ↑ => 市場均衡の R&D＞最適値 

 カリブレーションの結果 

  3の影響がよほど強くなければ(λ<0.25なら)、市場均衡の R&D＜最適値 
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Jones and Williams (1998)： 内生成長理論とそれまでの実証研究の橋渡し 

 理論的考察 

  1
t t t tY A K Lσ α α−= ,   1 ( , ) /(1 )t t t t t tA A G R A R Aλ φδ ψ+ − = = +  

  Social rate of return to R&D ( r= % ) 

定常状態にあるが、t期に Rを 1単位増やし、t +1期には Rを減らして、t +2

期からは Aが定常状態レベルに戻るようにした時、t +1期に増加した消費量 

  => *
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  => ( ) / ( )A A Y Ar s g s g g gλσ φ= + + −%  

   / , / , /A Ys R Y g A A g Y Y= = =& &  in the steady state 
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 これまでの実証研究 

  Social rate of return to R&D = R&Dストックの限界生産物 (= PLr% ) 

  1tY e Z K Lµ ξ α α−= ,  Z R=&   =>  /PLr Y Z Y Zξ= ∂ ∂ =%  

  1/( ) tTFP Y K L e Zα α µ ξ−= =  => / / ( / )PLTFP TFP Z Z r R Yµ ξ µ= + = +& & %  

  Industry-level regression:  log ( / )PLTFP r R Yµ ε∆ = + +%  

  => PLr%  の推計値 = 30% > private return (7%) (Griliches (1994) など) 

 理論と実証の融合 

  ( ) (1 )PL PL
Yr s r g rλ= + − >% % %  

  => これまでの実証研究の PLr%  は、真の social rate of returnよりも小 

  => social rate of return to R&D >> private return 
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(2) イノベーションの制度的側面 

Gallini (2002)： 特許権についてのサーベイ 

1．  最近の特許権の強化傾向（日本については後藤・長岡(2003)を参照） 

 裁判における特許権保護の強化 

 保護期間の長期化：  ２０年 

 保護範囲の拡大：  ビジネス特許・ソフトウェア・バイオ 
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2.  特許権の強化はイノベーションを促進するか 

 理論 

  単純な内生成長モデルでは Yesだが、必ずしもそうではない 

  理由 1.  過去の発明家が現在の発明家から訴えられる可能性↑ 

    2.  保護範囲が広がると、１つの製品が多くの特許に関係する 

     (tragedy of anti-commons) 

 実証 

  特許権の強化は必ずしも特許数の増加に寄与していない 

  Kortum and Lerner (1998): アメリカの 1990年代の政策と特許数 

  Sakakibara and Branstetter (2001)： 日本の 1988年の特許政策変更 

   Lerner (2002)： 60 カ国の 150年間にわたる歴史 => 逆 U字 
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3.  特許権の強化は情報開示を促進するか 

 特許のもう一つの役割： 情報開示によって知識の伝播を促進  

 理論：  情報開示 => 発明された知識を製品化する可能性↑ 

   => 発明数が少なくなっても、厚生↑ 

 実証： 特許権強化 => 発明のうち特許申請する率↑  

4. 特許権の強化は技術移転を促進するか 

 技術移転： 発明の使用を許可するライセンス契約 

 理論的にも実証的にも 特許権の強化 => ライセンス↑  

  理由 1. 発明家の交渉力↑  

    2. vertical specialization (R&D と生産の分離) 
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5. 知識の伝播 (knowledge diffusion) に関する実証研究 

(１) 国内の伝播 

 ローマーモデルの仮定： 発明された知識は瞬時に経済全体に伝播する 

 現実には？ 

Jaffe, Trajtenberg, and Henderson (1993)  

 Geographic localization of knowledge spilloversに関する実証 

 アメリカの特許の引用データを利用した手法 

  特許 Aが特許 Bを引用 => A と Bは地理的に近い傾向にあるか？ 

  A と同じ技術分野にあり、A と申請時期がもっとも近い特許 Cをピックアップ 

  => BとCが、BとAよりも地理的に近い傾向にあればgeographic localization 
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引用された特許と引用した特許が

地理的にマッチする割合（％） 

 

Citations excluding self-cites 

（上の例で A と B） 

 > Controls（B と C） 

=> 知識の伝播は地理的に制約 
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Zucker, Darby, and Armstrong (1998) 

 カリフォルニアのバイオ産業の企業レベルデータ 

 被説明変数： 開発中の製品数・商品化された製品数・雇用数の変化 

 説明変数：  その企業の研究者と大学の“star”研究者との共著の論文数（＋） 

     大学の“star”研究者のそれ以外の論文数（有意でない） 

 => 研究者同士の直接的なコミュニケーションが knowledge diffusionに重要 

注意： knowledge diffusion (spillovers) 

    ≠ ある技術を内包する製品の普及 (technology adoption) 

 アメリカにおけるトラクターの普及の速度は非常に遅かった (Olmstead and 

Rhode (2000))が、これは価格や質のため(Manuelli and Seshadri (2003)) 
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(2) 国外への伝播 

Eaton and Kortum (1995)： 国際的な知識の伝播は先進国にとっても重要 

 Multicountry endogenous growth model with knowledge diffusion 

 1 ( )
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  µnt = knowledge stock of country n at time t,  s = share of researchers, 

  Lis = population of country i at time s, εni = speed of diffusion from n to i 
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 カリブレーション結果 

 日本の技術進歩の 70％は国外 
からの知識の伝播による 
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Keller (2002) 

 OECD(14 カ国)の国別・産業別データでの実証分析 

 σ σ= − − − − − −ln (ln ln ) (ln ln ) (1 )(ln ln )cit cit ct cit cit ct cit cit ctF Z Z L L K K  

  F = TFP index, Z = value added, c = country, i = industry, x  = xの平均 

 回帰式： ln ln cgD
cit ci i cit git citg c

F S S e δα α β γ ε−
≠

⎡ ⎤= + + + +⎣ ⎦∑  

  Scit = R&D stock in industry i in country c at time t, Dcg = distance  

 結果： γ = 正で有意,  δ = 0.12-0.20 (有意) => half-distance = 1200km 

Keller (2001) 

 G7のデータで cg cgD M
gitS e δ τ− +  （Mは貿易、海外直接投資、言語の同質性を表す） 

 => すべてが正で有意  
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Caselli and Coleman II (2001) 

 コンピュータの普及についてのクロスカントリー分析 

 被説明変数： コンピュータの輸入量（≈ コンピュータの使用量と仮定） 

 説明変数：  知的財産保護の度合い（正で有意） 

   英語を話す割合（有意でない） 

   OECDからの工業品輸入量（正で有意） 

   OECD以外の国からの輸入量（有意でない）  

ちなみに Hall and Jones (1999) の実証結果では 

 国際的言語を話す国民の割合↑ => TFPレベル↑ 
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Branstetter (2001)  

 日本とアメリカの他社の R&D活動が日本企業の生み出す特許数に与える影響 

 1 2 1
ln ln ln ln k

it it dit fit c ic itc
P R K K Dβ γ γ δ µ

=
= + + + +∑  

  P = 企業 iが t年に得た特許数, R = 企業 iの R&D投資額, D = 技術ダミー 

  dit ij djtj i
K P R

≠
= ∑  （ウェイト付けした日本での R&D投資の合計）  

  fit ij fjtj i
K P R

≠
= ∑  （ウェイト付けしたアメリカでの R&D投資の合計） 

  
( )( ) 1/ 2

'

' '
i j

ij

i i j j

F FP
F F F F

=
⎡ ⎤⎣ ⎦

,   1 2( , ,.. )i i i ikF f f f=   k = 技術分野の数 

 Fixed-effects, random-effects, negative-binomialの結果 

  γ1 = 正で有意,  γ2 = 有意でない => intranational knowledge spillovers 
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結論： 国境を越えた知識の伝播は技術進歩にとって重要だが、そう簡単ではない 

=> その手段は？ 

Coe and Helpman (1995)： 貿易 

 22 カ国 20年間のデータ： 0ln ln lnd d f f
it it itF S Sα α α= + +  

  F = TFP,  Sd = 自国の R&Dストック 

  Sf = f
i ij jj i

S m S
≠

= ∑ ,  mij = j国から i国への輸入量／i国への全輸入量 

 αd = 正で有意,  αf = 正で有意 => 貿易によって knowledge spillovers 

ただし、Keller (1998) : ランダムなウェイトを使っても αf が正で有意 

ちなみに貿易と成長に関しても実証結果は明白でない 

 Rodriguez and Rodrik (2000) を参照 
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Branstetter (2000)： 海外直接投資（FDI） 

 企業レベルの特許引用データ 

 0 1 2 3ln ln lnJit it it it t t i itt
C P FDI R Tβ β β β α α ε= + + + + + +∑  

  C = 日本企業 iがアメリカで申請した特許に引用されているアメリカの特許数 

  P = 日本企業 iがアメリカで申請した特許数 

  FDI = iにおけるアメリカ資本のシェア,  R = iにおける R&D支出 

 結果： β2 = 正で有意 => FDIが knowledge spilloversを促進 

Branstetter and Nakamura (2003) 

 同様の枠組みで アメリカ企業との提携 => 特許取得数↑ 
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(3) Knowledge diffusionから見た日本経済の現状と提言 

日本の R&D部門の生産性は停滞（Branstetter and Nakamura (2003)） 

（ln lnit it t t t ic itt t
P R T Dβ γ δ µ= + + +∑ ∑ における year dummyで判断） 
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しかし R&D投資量は十分 
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知識の流入が不足？ 
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                                       以上 4ページの図は  
                                       OECD (2001) 
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